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はじめに 

 
 
 ⾃治⼤学校は、地⽅公務員の中央研修機関として、個々の地⽅⾃治体が独⾃に
⾏うことが困難⼜は⾮効率であり全国レベルで⾏うことが望ましい⾼度な研修
を実施し、もって地⽅公務員の資質を向上し、勤務能率を増進することを⽬的と
して、昭和 28 年に創設された。以来、その時代の地⽅⾃治体をとりまく状況を
踏まえ、課程や研修内容の具体的な⾒直しを逐次⾏ってきたところである。 
 近年では、平成 30 年度に法制・経済課⽬の選択制の基本法制研修への移⾏、
第２部課程の年４回開講など研修体系の⼤きな⾒直しを⾏ったところであるが、
令和５年度にはその⾒直しから５年が経過することを踏まえ、今般、⾃治⼤学校
に研修⽣を派遣している⾃治体の⼈事担当課⻑や⾃治体職員向けの研修を⾏う
広域共同研修機関、⾃治⼤学校における講義を担当している学識経験者等の参
画を得て、⾃治⼤学校の研修課程のあり⽅に関する検討会を開催し、平成 30 年
度の⾒直しの検証及びその検証を踏まえた今後の⾃治⼤学校の研修のあり⽅に
ついて検討を⾏った。この報告書は、その成果をとりまとめたものである。 
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１．平成 30 年度の研修体系見直しとその検証 
 
 
(1) 平成 30 年度の研修体系見直しの概要 

 
 ⾃治⼤学校では、「地⽅公務員でその任命権者の推薦に係るものに対する⾼度
の研修を⾏う」（総務省組織令（平成１２年政令第２４６号）第１２７条第１項
第１号）という基本的な⽅針に基づき、様々な研修を⾏っているが、その中でも、
将来の地⽅⾃治体を担う幹部候補⽣に対して、⽐較的⻑期の研修を⾏う第１部
課程及び第２部課程は、⾃治⼤学校の中核となる研修である。しかし、第１部課
程の研修⽣は減少傾向が続いており、平成 20 年代後半には年間 100 名程度と、
平成 15 年の⽴川移転当時と⽐較するとほぼ半減となっている状況であった。ま
た、第２部課程の研修⽣は、平成 20 年代にわたり年間 350 名程度を維持してい
たものの、派遣実績がない市町村が多数にのぼっていた。（表１） 
 

（表１）研修⽣の推移（H15〜H29） 

 第１部
課程 

第２部
課程 

第１部・
第２部 

特別課程 
第３部
課程 

税務専⾨課程 監査・ 
内部統制 
専⾨課程 

税務・徴
収コース 

会計 
コース 

平成 15 年度 203 455 107 153  90 19 24 
  16 年度 189 338  97 143  90 19 20 
  17 年度 181 326 104 141 101 14 26 
  18 年度 166 337 104 162  97 22 19 
  19 年度 158 352 110 144  91 23 23 
  20 年度 151 354 106 141 102 19 20 
  21 年度 153 367 102 145 106 21 22 
  22 年度 130 376 110 142 100 16 18 
  23 年度  78(*1) 361 112 135  99 12 17 
  24 年度 130 365 109 136 103 15 16 
  25 年度 119 378 108 130  98 20 16 
  26 年度 112 348 204(*2) 131  89 21 17 
  27 年度 108 342 222 134  91 19 13 
  28 年度  97 361 228 139  82 18 16 
  29 年度 107 339 217 130  87 17 18 

       (*1) 東⽇本⼤震災のため年１回の開講 
     (*2) 平成 26 年度より年２回の開講 
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こうした状況を踏まえつつ、将来の地⽅⾃治体を担う幹部候補⽣が、より上位
の職位に昇任するための実務的、実践的な能⼒を養成するための研修モデルを
作るとの観点で、⾃治⼤学校においては、平成 30 年度研修計画より研修課程を
⼤きく⾒直し、⾏政課題の解決に向けた施策を企画、⽴案する上で必要な政策形
成能⼒等の養成に主眼を置いた演習主体の課程編成に変更したところである。 
 
○平成 30 年度の研修体系の⾒直し 

・第１部課程及び第２部課程について、各種の演習を集中的に実施するととも
に、政策形成能⼒を⾼める講義を厳選 

   第１部課程：演習課⽬＋17 時限、講義課⽬▲106 時限 
   第２部課程：演習課⽬＋ ６時限、講義課⽬▲ 25 時限 
          （⾒直し後は令和３年度実績、基本法制研修を含む） 

・法制・経済課⽬について、基本法制研修に分離して選択制とするとともに、
実務に役⽴つ内容については本研修においても⼀部実施 

・これらを通じて、できるだけ参加しやすい研修期間を設定 
 
 
   ⾒直し前 
 
 
 
   ⾒直し後              ＋ 
 
        （基本法制研修はＡ、Ｂともに半期ごとに開講） 
 

・研修⽣の定員を１回あたり 100 名（第１部課程）⼜は 160 名（第２部課程）
から 80 名とする⼀⽅、第２部課程の開講を年３回から４回に増加 

 
 
(2) 平成 30 年度の研修体系見直しの検証 

 
 平成 30 年度の研修体系⾒直しは、⼈⼝減少・⾼齢化など数多くの課題に直⾯

第２部課程：約２．５か⽉ 

第１部課程：約５か⽉ 

第２部課程：約２か⽉ 

第１部課程：約３か⽉ 

基本法制研修Ｂ：約３週間 

基本法制研修Ａ：約４週間 
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する地⽅⾃治体が住⺠ニーズに的確に対応していくために必要となる、「⾃ら考
え、判断できる⾼い専⾨性を持った⼈材の養成」を⽬指したものであり、演習主
体の課程編成、また第２部課程における受講機会の増⼤は、時代の要請を踏まえ
たものであったと評価できる。 
 実際に、⾃治⼤学校の研修⽣に対して⾏った「研修による能⼒向上の⾃⼰評価」
によれば、特に演習を通じて習得される「問題発⾒・解決能⼒」、「政策⽴案能⼒」、
「プレゼンテーション能⼒」が⼤きく伸びたという結果が⾒られており、研修⽣
や派遣元⾃治体の担当課からも、情報を集めてどこが問題点なのかを突き⽌め
たり、取組の全容や仕組みを分析して改善に繋げたりすることが以前よりも意
識して実施できている、⼀つの考えにとらわれることなく、多⾓的なものの⾒⽅、
提案をすることや、周囲の⼈との協調性の⼤切さを意識するようになった等の
声が寄せられている。 
 また、法制・経済課⽬を分離して創設した選択制の基本法制研修について⾒る
と、都道府県や指定都市の職員が多い第１部課程の研修⽣は、概ね９割が基本法
制研修Ａも受講している⼀⽅で、市町村職員対象の第２部課程の研修⽣は、約１
割が基本法制研修Ａを受講、約６割が基本法制研修Ｂを受講、約３割が基本法制
研修を受講していないという状況であり、⼩規模団体等の研修受講に伴う職員
の不在が職場に与える負担が⽐較的⼤きい団体において、基本法制研修を選択
制とした効果が⽣じていると考えられる。 

他⽅で、平成 30 年度の⾒直し後の状況について、研修⽣を派遣した⾃治体の
⼈事・研修担当課や研修⽣にアンケート調査を実施したところ、特に講義課⽬・
演習課⽬が多い第１部課程の研修⽣からは、「基本法制研修では法制・経済課⽬
を短期集中で受講するため負担が⼤きかった」、「もう少し時間があれば、⼀つひ
とつの演習の準備に⼗分な時間を割いて議論を深めることができた」など、法
制・経済課⽬を分離して基本法制研修を創設したことに伴うスケジュールの過
密さを指摘する声が多く⾒られている。 

また、第２部課程については、スケジュールの都合上、第２部課程２回分の基
本法制研修を上半期、下半期で１回ずつ開講し、その後第２部課程を順次２回開
講する形をとっているため、上半期、下半期それぞれ２回⽬の第２部課程は、基
本法制研修との間隔が３か⽉程度空くことになる。このような事情を背景とし
て、上半期、下半期それぞれ２回⽬の第２部課程においては、基本法制研修を受
講しない研修⽣が半数を超える期もあり、⾃治体の⼈事・研修担当者からは、基
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本法制研修と本課程を連続して受講できるようにしてほしいとの意⾒が寄せら
れている。（表２） 

（表２）第２部課程研修⽣の基本法制研修受講状況 

年度・期 H30 R1 R2 R3 
182 183 184 185 186 187 188 189 190 192 193 194 195 

研修⽣総数 81 50 82 94 63 50 80 75 59 40 28 35 35 
うち基本法制
研修 A 受講 13  4 14  7  9  0 13  9 19 10  3  7  2 

うち基本法制
研修 B 受講 61 16 63 52 49 14 53 45 27 26 11 15 14 

うち第２部課程
のみ  7 30  5 35  5 36 14 21 13  4 14 13 19 

 
さらに、研修体系⾒直しの背景であった研修⽣の増加という観点では、新型コ

ロナ禍の影響が⽣じる前の平成 30 年度、令和元年度で⾒ると、第１部課程では
年間 100 名程度と⾒直し前と概ね同⽔準、第２部課程では平成 30 年度が 307
⼈、令和元年度が 268 ⼈と減少傾向という状況である。（表３） 

（表３）研修⽣の推移（H30〜R３） 

 第１部
課程 

第２部
課程 

第１部・
第２部 

特別課程 
第３部
課程 

税務専⾨課程 監査・
内部統
制専⾨
課程 

（税務・徴
収コース） 

（会計 
 コース） 

平成 30 年度 106 307 202 124 99 19  9 
令 和 元 年 度 109 268 198 100 74 11 18 
 ２年度(*1)  79  59(*2) 48(*3) −(*4) 36 10 −(*4) 
  ３年度  79 138  70  46 36 10  8 

  (*1) 令和２年度以降、新型コロナ対策として教室内の間隔を保つため、研修⽣の受⼊れ数を制限 
  (*2) 例年は年４回の開講のところ、新型コロナの影響により年１回の開講 

 (*3) 例年は年２回の開講のところ、新型コロナの影響により年１回の開講 
 (*4) 新型コロナの影響により中⽌ 

 
 また、平成 30 年度の⾒直しの際には、演習重視の観点から講義課⽬、特に法
制・経済課⽬や⾏政経営課⽬を削減したところであるが、近年の法律・制度改正
を踏まえた知識のアップデートや、⼈材マネジメントの推進に向けた管理職の
計画的な養成等、これらの講義課⽬を充実する必要性も⽣じていると考えられ
る。加えて、公共政策課⽬についても、地⽅⾃治体を取り巻く情勢の変化に応じ
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て毎年度講義課⽬の⾒直しを⾏い、例えば「デジタル化」、「グリーン社会」、「災
害対策」、「感染症対策」といった課⽬の充実が図られているが、現在の研修期間
ではこれ以上の課⽬の増加は困難な状況にある。 
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２．今後の自治大学校の研修課程のあり方について 

 
 
(1) 自治大学校の研修の意義 

 
①⼀般研修課程 

現在の地⽅⾃治体は、⼈⼝減少・⾼齢化が進展する中、頻発する災害や新型コ
ロナ禍において浮き彫りになったデジタル化への対応、2050 年のカーボンニュ
ートラルに向けた脱炭素の取組などの新たな課題に直⾯している。他⽅で、⻑年
にわたる定数削減で職員数が減少してきた中で、働き⽅改⾰や令和５年度から
の定年引上げなど、地⽅⾃治体の職場を取り巻く環境も⼤きく変化している。 
 こうした中で地⽅⾃治体が将来にわたって安定的に⾏政サービスを提供して
いくためには、⼈材マネジメントに取り組み、地⽅⾃治体のもっとも重要な経営
資源である「⼈材」、すなわち、⼀⼈ひとりの職員が持つ能⼒を最⼤限に発揮し
て組織⼒を向上させることが必要であると指摘されている。 

こうした観点から、平成 30 年度の研修体系⾒直しの際には、政策形成能⼒等
の養成に主眼を置いた演習主体の課程編成とし、様々な演習を通じて⾃ら考え、
判断できる⾼い専⾨性を持った⼈材の養成を⾃治⼤学校の研修の特⻑として打
ち出している。この点については、現時点でも妥当であると考えられ、引き続き
⾃治⼤学校の研修の特⻑として演習の充実・強化を図ることが望ましいと考え
られるが、本検討会においては、このほかにも、 

・地⽅⾃治体の業務の基盤となる法律・制度に係る最近の改正等も踏まえた知
識や、経済学、統計データ及びデジタル等を含めＥＢＰＭ（証拠に基づく政
策⽴案）を⾏うための基盤となる知識を習得する重要性が増している。 

・現下の地⽅公務員の年齢構成を踏まえると、これから管理職となる層につい
て、計画的・戦略的にマネジメント能⼒の育成を図る必要がある。 

・⾃治⼤学校の研修では、通常業務から⻑期間離れて研修を実施するという各
⾃治体の研修では得がたい機会を通じて、全国の地⽅公務員とのネットワー
クの形成を図ることができるほか、⾃分の地域を外から⾒直す機会にもなる。 

等の指摘があった 
 こうした点を踏まえると、⾃治⼤学校の研修については、 

・第⼀線で活躍する講師による、法制・経済課⽬、公共政策課⽬、⾏政経営課
⽬等の講義を通じた実践的な知識の習得 
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・様々な演習を通じ、⾃ら考え、判断できる⾼い専⾨性を持った⼈材の育成 
・全国の地⽅公務員の仲間との議論や共同⽣活を通じたネットワークの形成 

という意義があるものと考えられ、今後の⾃治⼤学校の研修の充実に当たって
は、この基本をしっかりと踏まえるとともに、このような⾃治⼤の研修の意義に
ついて、地⽅⾃治体、特にトップマネジメント層や実際に研修⽣の派遣を担当す
る⼈事・研修担当者の理解を促進することが重要である。 
 
②専⾨研修課程 
 「2040 年頃から逆算し顕在化する地⽅⾏政の諸課題とその対応⽅策について
の中間報告」（令和元年７⽉第 32 次地⽅制度調査会）や、地⽅公共団体におけ
る⼈材育成・能⼒開発に関する研究会の報告書（令和２年２⽉）などにおいては、
専⾨性を有する職員の計画的確保・育成の必要性が強調されている。⾃治⼤学校
においても、専⾨研修課程を設置して専⾨的な知識を有する⼈材の育成を⾏っ
ているが、１．で⽰したように、近年研修⽣の数は減少傾向にある。 

⾃治⼤学校の専⾨研修課程は、その修了者に⼀定の資格（表４）が得られる「⾼
度の研修」であり、専⾨性を有する職員の育成に際して効果的なものと考えられ
るため、各⾃治体にその活⽤を積極的に促していくことが望ましい。他⽅で、「⼈
⼝減少社会に的確に対応する地⽅⾏政体制及びガバナンスのあり⽅に関する答
申」（平成 28 年３⽉第 31 次地⽅制度調査会）を踏まえた地⽅⾃治法の改正が⾏
われ、令和２年から施⾏されるなど、専⾨研修課程を取り巻く状況にも変化が⾒
られるところであり、⼈⼝減少社会に的確に対応し、時代に応じた専⾨知識が発
揮できる職員の育成に向けて、専⾨研修課程の研修内容を充実・強化することも
併せて検討していく必要がある。 

（表４）専⾨研修課程修了⽣が得られる資格 

税務
専⾨
課程 

税務・徴収コース ・「地⽅税徴収事務指導者」の認定 

会計コース 
・税理⼠試験における会計学の科⽬試験免除 
 → 実務経験年数を経ることにより税理⼠資格を得るこ

とができる。 

監査・内部統制専⾨課程 

・「⾃治体監査実務指導者」の認定（演習を通じて、監査に
必要な知識、技能を有すると認められる者） 

・外部監査契約を締結することができる⾏政実務経験者の
必要経験年数の 10 年を５年に短縮 
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(2) 研修体系及び研修期間 

 
 前述のとおり、平成 30 年度の研修体系⾒直しの際に、法制・経済課⽬につい
ては選択制の基本法制研修としたところであるが、スケジュールの過密さや、⽇
程上の要因により基本法制研修への派遣を断念する団体の存在など、課題も⽣
じているところである。 
 これを踏まえ、今後の研修体系としては、基本法制研修を第１部課程及び第２
部課程の中に取り込むことを基本としつつ、両課程の特性を踏まえてそれぞれ
下記のようにすることが適当であると考えられる。 

・基本法制研修Ａ／第１部課程 
 現⾏の基本法制研修Ａについては、第１部課程の研修⽣の９割以上が選択し
ていることを踏まえ、第１部課程の中に取り込んだ上で、研修⽣の負担軽減の観
点から、法制・経済課⽬の講義について、⽇程を平準化することが適当である。
具体的には、第１部課程の最終盤に政策⽴案演習の発表が⾏われることも踏ま
え、法制・経済課⽬の効果測定の試験と、政策⽴案演習の発表準備が重ならない
ように配慮しつつ、法制・経済課⽬の講義期間を延ばすことが望ましい。 
 

（現在）              （⾒直し後） 
 
 
 
 
・基本法制研修Ｂ／第２部課程 
 現⾏の基本法制研修Ｂについては、第２部課程に取り込むこととしつつ、⼩規
模な市町村の研修⽣など基本法制研修を受講しないニーズも⼀定存在すること、
第２部課程の研修⽣に加えて第１部・第２部特別課程の研修⽣についても希望
する場合は受講できるようにしていることを踏まえ、引き続き⼀定期間に集中
的に⾏うことが考えられる。この場合において、法制・経済課⽬と公共政策等の
講義や政策⽴案等の演習を連続して受講できるようにするため、上半期・下半期
ごとに２期分の法制・経済課⽬の講義を合同で⾏う「法制集中研修」（仮称）を、
２つの第２部課程の中間に実施することが適当である。 
 なお、現在の基本法制研修は選択制としてその受講の判断を各⾃治体に完全

基本法制
研修Ａ 第１部課程 

 
  第１部課程 

（法制・経済課⽬） 

- 9 -



 

に委ねているが、法制・経済課⽬の重要性を踏まえれば、第２部課程の研修⽣に
ついて、原則は法制集中研修（仮称）を受講することとしつつ、⼩規模⾃治体等
にも配慮し、業務都合等やむを得ない場合には、ｅラーニングの受講を条件とし
て法制集中研修（仮称）を受講しないことができるようにすることが考えられる。 
 

（現在）              （⾒直し後） 
 
 
 
 
 
 
 
 また、このような研修体系とした上で、平成 30 年度の⾒直しの際に講義時間
が減少した基本的な法制・経済課⽬や⾏政経営課⽬、とりわけ管理職のマネジメ
ント能⼒養成に資する課⽬について、現下の状況を踏まえて充実・強化を図るた
め、研修期間を延⻑することが適当である。このことは、研修⽣にとっても、研
修スケジュールの平準化を通じた法制・経済課⽬の効果測定や演習の発表準備
などの負担軽減にもつながるものと考えられる。 
 具体的には、第１部課程については研修期間を２週間程度の延⻑を、第２部課
程については、平成 30 年度の⾒直しの際の講義時間減少が少ないことや引き続
き年４回開講を⾏うことを踏まえ、数⽇程度の延⻑を、それぞれ⾏うことが考え
られる。 
 なお、第３部課程及び第１部・第２部特別課程については、管理職や⼥性職員
など⻑期の研修が難しい事情を踏まえて創設されたことにかんがみ、現⾏の研
修期間を維持することが適当である。 
 また、専⾨課程についても、後述のカリキュラムの充実の検討を踏まえ、適切
な研修期間の設定について検討を⾏う必要がある。 
 
(3) 具体のカリキュラムの方向性 

 
①法制・経済課⽬ 

基本 
法制 

研修Ｂ 
第２部 
課程 

第２部 
課程 

 
 

第２部 
課程 

第２部  
課程   法制 

集中 
研修 

(仮称) 第１部・
第２部 

特別課程 
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 法制・経済課⽬については、平成 30 年度の⾒直しの際、演習の時間を確保す
る観点から時限数を削減し、⼀部課⽬は廃⽌されたところであるが、近年の頻繁
な法律・制度改正やＥＢＰＭの推進といった観点から、地⽅⾃治体の幹部候補⽣
である⾃治⼤学校の研修⽣には、通常業務から⼀定期間離れて研修を受講する
貴重な機会に、憲法、⺠法、⾏政法、財政学、地⽅⾃治制度、地⽅公務員制度、
地⽅税財政制度といった、地⽅⾃治体の業務の基盤となる法律、経済、地⽅制度
について、最新の動向も踏まえた知識を⾝に付けられるよう、必要な課⽬を追加
すべきである。 
 また、経済系の課⽬については、平成 21 年度の⾃治⼤学校基本問題研究会の
提⾔を踏まえて⼤幅な拡充を⾏ったものの、その後の⾒直しの中で順次削減さ
れ、現時点では「財政学」（基本法制研修Ａ・第２部課程）、「地⽅財政論」及び
「⽇本社会と税」（第１部課程のみ）となっているところである。このため、⾃
治体職員が経済学的視点も踏まえて地⽅創⽣・地域活性化の施策や地域全体の
経済・産業政策を⽴案したり、直⾯する個々の政策課題についてＥＢＰＭの観点
を踏まえて分析・評価し解決する等の、実践的・実務的な取組に資する講義を拡
充することが望ましい。 
 
②公共政策課⽬ 
 公共政策課⽬については、平成 30 年度に演習主体の課程編成とした際に、演
習の前提となる知識の習得という観点から⼀定の時限数が引き続き確保された
ところである。その後も、毎年度の⾻太の⽅針等も踏まえ、例えば「デジタル化」、
「グリーン社会」、「災害対策」、「感染症対策」等の課⽬を新設してきたところで
あり、引き続き地⽅⾃治体を取り巻く最新の政策課題を踏まえて、課⽬の設定を
不断に⾒直していくべきである。 
 なお、デジタル化に関しては、すでに⾃治⼤学校においても各課程で関連する
講義を設定しているところであるが、今般の新型コロナ禍におけるデジタル化
の遅れの指摘を踏まえ、デジタル⼈材養成についてのさらなる取組強化が求め
られているところである。他⽅で、⾃治⼤学校の⼀般研修課程の⽬的を踏まえれ
ば、ＩＣＴの専⾨職や情報担当部局の職員に対する⾼度な専⾨的知識の習得を
図る研修は他の専⾨的な機関に委ねることが適当であり、⾃治⼤学校において
は、将来の幹部候補⽣たる研修⽣が最新のデジタルの知⾒を⾝に付けるととも
に、単なるデジタル化ではないＤＸを推進していくことの重要性の認識といっ
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た観点での講義を引き続き実施し、併せて、先進⾃治体の事例紹介などにより、
実際に各⾃治体でＤＸを推進するための具体的な取組について学べる機会を提
供することが求められる。 
 
③⾏政経営課⽬ 
 ⾏政経営課⽬については、法制・経済課⽬と同様に、平成 30 年度の⾒直しの
際、演習の時間を確保する観点から削減された経緯がある。他⽅で、総務省公務
員部の「地⽅公共団体における⼈材マネジメントの⽅策に関する研究会」（以下、
「⼈材マネジメント研究会」という。）の令和３年度報告書において指摘されて
いるように、地⽅公共団体が限られた⼈材を最⼤限に活⽤して複雑・多様化する
⾏政課題に的確に対応していくためには、職員の組織や仕事への貢献意欲（エン
ゲージメント）を⾼めることで、職員の能⼒を最⼤限に引き出し、発揮させ、職
員の成⻑が組織⼒の向上につながるよう、⼈材の確保、育成、評価、配置、処遇
等を戦略的に実施する「⼈材マネジメント」を推進することが重要であり、その
ためにも職場における職員の⼈材育成の中⼼となる管理職を計画的に育成する
必要がある。 

特に、財政状況等により地⽅公務員の新規採⽤数が減少した 30 代後半〜40 代
前半の世代が今後管理職に昇任することが⾒込まれる現状においては、早い段
階から管理職を計画的に養成する必要があることから、幹部候補⽣として実際
に管理職に昇任する前の係⻑・課⻑補佐段階で研修を受講する⾃治⼤学校の第
１部課程及び第２部課程においては、管理職としてのマネジメント能⼒養成に
資する課⽬を⼤幅に拡充し、⾃治体の⼈材マネジメントを担う管理職を養成す
ることが望ましい。 
 こうした観点から、令和４年度の研修においても、管理職のマネジメント能⼒
に資する課⽬の充実が⼀定程度図られたところであるが、令和５年度以降、研修
期間の延⻑も活⽤しつつ、国の内閣⼈事局の研修等を参考として、組織マネジメ
ントの実践的なスキル（働き⽅改⾰、⼈事評価・⼈材育成、コーチング、ダイバ
ーシティ・マネジメント、ハラスメント対策、メンタルヘルス等）及び内部管理
上の必須知識（情報セキュリティ、個⼈情報保護、コンプライアンス、危機管理、
内部通報制度等）について、早い段階から第⼀線の講師の講義を通じて最新の知
識を習得できるよう、さらなる課⽬の充実を図る必要があると考えられる。また、
こうした講義に加えて、事例演習等の機会を活⽤し、研修⽣同⼠で各⾃治体の職
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場の状況を踏まえた議論を⾏うといった⼯夫も考えられる。 
 また、こうした組織マネジメント関係の課⽬に加えて、政策法務、公共サービ
ス改⾰とＰＰＰ等の課⽬も設定されているが、これからの⾃治体において住⺠
や⺠間企業との協働が必要不可⽋であることを考慮し、ファシリテーションに
関する課⽬の実施を検討することが望ましい。 
 
④演習 
 演習については、平成 30 年度の⾒直しをはじめ累次にわたり充実を図ってき
たところであり、現時点では、「事例演習（テキスト型・持寄型）」、「データ分析
演習」、「条例⽴案演習」、「ディベート型演習」、「政策⽴案演習」、「模擬講義演習」
の６つの演習が設定されている。 
 このため、演習については種類を増やすよりも、演習の全体像とその関係性等
について、研修⽣が⼗分に理解した上で演習に臨めるように取り組むとともに、
それぞれの演習において、これまでの⾃治⼤学校の研修の蓄積も活⽤して演習
の題材を検討するよう⼯夫すべきである。 
 
⑤ｅラーニング 
 ⾃治⼤学校のｅラーニングについては、集合研修における公共政策課⽬や演
習の時間を確保する観点から、基礎的知識の習得のための事前学習・事後学習の
ツールとして、平成 17 年度以来、これまで９課⽬の教材を作成してきた。こう
した取組は地⽅⾃治体のｅラーニングシステムやコンテンツのプロトタイプの
作成という意味合いもあり、またコンテンツの公開を通じて実際に各⾃治体の
研修における活⽤も可能となっていた。さらに、平成 30 年度以降は基本法制研
修を選択制としたことから、基本法制研修の代替措置としてもｅラーニングを
活⽤してきたところである。 

しかし、メンテナンスの負担やシステムの切替え等もあり、現時点では、ｅラ
ーニングの教材を提供しているのは地⽅⾃治制度、地⽅公務員制度、地⽅税財政
制度の３課⽬のみとなっている。他⽅、新型コロナ禍により各⾃治体の研修にお
いてもｅラーニングの活⽤が進んできており、令和３年度の調査では都道府県・
政令指定都市では約９割、中核市では約２／３まで広がってきており、⼤学等に
おいては、動画のオンデマンド配信による講義も⼀般的な取組となっている状
況もある。 
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こうした状況を踏まえつつ、今般の⾒直しにより選択制の基本法制研修を原
則必修とすることも勘案し、⼤学での履修の有無や職員としての業務経験等、
様々なバックグラウンドを持つ研修⽣が集う第１部課程、第２部課程及び第１
部・第２部特別課程の研修⽣について、集合研修を効果的に実施する観点から、
集合研修前に⾃らの知識を確認し、不⼗分と思われる単元についてはｅラーニ
ングにより理解を深める機会を提供することが重要である。このため、地⽅⾃治
制度、地⽅公務員制度、地⽅税財政制度の３課⽬については、受講側の負担も考
慮し、コンテンツ全てを視聴するのではなく、例えば知識確認⽤の問題を⽤意し
正答できなかった単元のみを履修するなど効率的に受講する⽅策を検討すると
ともに、⺠法、⾏政法等の法制課⽬については、提供側の更新の負担が少ない⼊
⾨的な動画コンテンツの作成を検討してはどうかと考える。なお、法制集中研修
（仮称）を受講しない第 2 部課程及び第１部・第２部特別課程の研修⽣につい
ては、当⾯は引き続き全単元の受講を義務付けつつ、今後の法制集中研修（仮称）
の受講状況やｅラーニングの実施状況等を踏まえ、その是⾮も含めて議論・検討
していくことが望ましい。 
 
⑥専⾨研修・特別研修等 
 専⾨研修においては、税務、監査・内部統制のそれぞれの課程で、関連する法
律・制度から実務にわたる講義・演習が⾏われているところであるが、特定の⾏
政分野に係る⾼度な知識と実務処理能⼒の充実を図るという専⾨研修の⽬的に
照らし、制度所管部局と協⼒して、実務に活かせる課⽬のさらなる充実について
検討すべきである。 
 また、特別研修については、修⼠課程連携特別研修や⼈材育成担当部局幹部セ
ミナーのほか、国・地⽅を通じて推進する必要がある重要な政策課題に係る⼈材
育成の現状を踏まえ、各⾏政分野の担当部局からの要請に基づき、ＩＣＴ関係や
防災関係、さらには今年度から地域脱炭素の研修を実施しているところであり、
引き続き地⽅⾃治体を取り巻く状況に応じて必要な研修を⾏っていくことが求
められる。 
 
(4) 研修参加の促進に向けた方策 

 
⾃治⼤学校の研修は、⼀定期間職務を離れて第⼀線の講師による講義や全国
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の地⽅公務員の仲間との議論等を⾏う演習など、各⾃治体では実施することが
難しい「⾼度の研修」を受講することができるが、⼩規模な市町村を中⼼に、職
員数が限られることから⾃治⼤学校の研修に職員を派遣できる状況にないとい
う声も聞かれるところである。また、⽐較的⼤規模な政令指定都市や中核市であ
っても、財政状況の悪化等により予算や職員定数を⼤幅に削減した時期に⾃治
⼤学校への研修派遣を取りやめ、その後そのままとなっている団体も⾒られる。 
他⽅で、⼈材マネジメント研究会の令和３年度報告書では、職員数が少ない⼩規
模団体において⼈材マネジメントを進めるため、職員研修において⾃治⼤学校
などの全国規模の研修機関や広域共同研修機関を活⽤する、複数の⾃治体間で
協議して共同で研修基本⽅針を策定し、広域での研修実施を推進する等の⽅策
も⽰されているところである。 

⾃治⼤学校においては、総務省公務員部や市町村アカデミー、国際⽂化アカデ
ミー、さらには各都道府県の市町村振興協会等の広域共同研修機関とも連携・協
働しつつ、各⾃治体の⼈材育成に資する「⾼度の研修」の提供を引き続き⾏って
いくことが期待される。 

また、研修の充実と併せて、⾃治⼤学校の研修について、各⾃治体、特にトッ
プマネジメント層への周知を図るため、⾸⻑等に直接働きかけを⾏うことが重
要であると考えられる。その際、これまで⾃治⼤学校へ研修⽣を派遣したことが
ない団体や、近年研修⽣の派遣が減少・中断している団体に重点的に働きかけを
⾏うことが望ましい。さらに、広域共同研修機関は毎年各市町村に⾃らの研修内
容を周知していることから、こうした広域共同研修機関の協⼒も得て、各市町村
に⾃治⼤学校の研修を周知することも考えられる。また、専⾨課程については、
制度所管部局とも連携して、⾃治体の税務担当課や監査委員事務局などの担当
部局への働きかけをより積極的に⾏うべきである。このほかにも、実際に⾃治⼤
学校の研修に参加するとその良さが理解できるという側⾯があることも踏まえ、
実際に⾃治⼤学校への研修派遣を判断する⼈事・研修担当者に対して、オンライ
ン等により特別講義等の⾃治⼤学校の講義を視聴できる機会を設けることも⼀
案である。 

なお、⾃治⼤学校における研修参加の促進に向けて、前述の研修内容の充実及
び研修の特⻑のＰＲと併せて、研修におけるデジタル環境の充実を図るなど研
修⽣の学習・⽣活環境の向上にも配慮すべきである。 
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おわりに 

 
 
 ⼈⼝減少、⾼齢化が進展し、地⽅⾃治体が解決すべき課題は増加する⼀⽅で、
⽣産年齢⼈⼝の減少により地⽅⾃治体の⼈材確保は今後とも難しくなるという
厳しい局⾯が想定されている中、地⽅⾃治体は、最優先で取り組むべき課題の⼀
つとして、職員⼀⼈ひとりの能⼒を最⼤限に引き出し、職員の成⻑を組織⼒の向
上につなげる「⼈材マネジメント」に取り組まなければならない。 
 他⽅で、最近の学⽣は、就職に当たって⾃らのキャリア形成や⾃分が成⻑する
ことができる組織かどうかを重視するということが指摘されている。職員に研
修を通じた能⼒開発の機会を確保することは、⼈材育成にとどまらず、地⽅公務
員の⼈材確保にとっても⾮常に重要な意味を有している現在、その意味におい
ても、中央研修機関としての⾃治⼤学校に期待され、また⾃治⼤学校が果たすべ
き役割は⼤きいと⾔える。⾃治⼤学校の研修課程を充実し、そして多くの⾃治体
に⾃治⼤学校の研修に参加するよう促すとともに、各地⽅⾃治体や広域研修機
関等における研修の充実につながる取組も求められるところである。 
 今般の検討会は、平成 30 年度の研修体系の⾒直しから来年で５年が経過する
というタイミングで開催されたが、⾃治⼤学校が引き続きその重要な役割を果
たしていくためには、⾃治体を取り巻く状況を踏まえて時代に応じた研修を提
供できるよう、今後とも講義課⽬については不断の⾒直しを⾏うとともに、⼀定
期間毎（例えば３〜５年毎）に、その研修体系についても検証・⾒直しを⾏うこ
とが重要である。 
 本報告書が、⾃治⼤学校の研修のさらなる充実、そして、各地⽅⾃治体の⼈材
育成のさらなる進展につながれば幸いである。 
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自治大学校の研修課程のあり方に関する検討会開催要綱 

 

１ 趣旨 

 自治大学校においては、平成 30 年度に基本法制研修の創設など研修体系の見

直しを行ったところであり、一定の期間が経過したことから、前回見直しの検証

と今後の研修のあり方について検討すべき時期に来ている。 

 特に、今後、少子高齢化の進展・生産年齢人口の減少、人々のライフコース・

価値観の多様化、大規模災害・感染症リスクの増大、デジタル社会の進展など地

方公共団体を取り巻く社会状況は大きく変化し、行政課題の更なる複雑化・多様

化が見込まれる中で、地方公務員の定年の段階的引き上げなど制度改正も予定

されていること等も踏まえ、地方公共団体の人材育成に資する研修を推進して

いく必要がある。 

 このため、本検討会では、今後の自治大学校の研修課程のあり方について検討

を行う。 

 

２ 名称 

 本検討会の名称は、「自治大学校の研修課程のあり方に関する検討会」（以下

「検討会」という。）とする。 

 

３ 検討項目 

 研修体系の見直しの検討及びこれを踏まえた今後の研修課程のあり方及びカ

リキュラムの方向性（専門課程を含む）について検討し、報告書をとりまとめる。 

 

４ 構成員 

 検討会の構成員は別紙のとおりとする。 

 

５ 座長 

（１）検討会に、座長 1人を置く。 

 （２）座長は、会務を総理する。 

 （３）座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、座長が指名する者が、

その職務を代理する。 

 

６ 議事 

 （１）検討会の会議は、座長が招集する。ただし、第 1回の検討会は総務省自

治大学校長が招集する。 
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 （２）座長は、必要があると認めるときは、必要な者に検討会への出席を求め、

その意見を聴取することができる。 

 （３）検討会の会議は、原則として公開しないが、会議の終了後、配布資料を

公表するとともに、議事概要を作成し、これを公表するものとする。ただ

し、座長が必要と認めるときは、配布資料を非公表とすることができる。 

 

７ 雑則 

 （１）検討会の庶務は、総務省自治大学校研究部において処理する。 

 （２）本要綱に定めるもののほか、検討会に関し必要な事項は、座長が定め 

る。 
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自治大学校の研修課程のあり方に関する検討会構成員名簿 

 

 

 

大杉 覚   （東京都立大学法学部教授） 

 

小野寺克彦  （宮城県市町村自治振興センター・宮城県市町村 

         職員研修所所長） 

 

 越田 歩   （さいたま市総務局人事部人材育成課長） 
 ※令和４年４月～ 

  

櫻井 理寛  （総務省自治行政局公務員部給与能率推進室長） 
 ※令和４年６月～ 

 

佐々木 浩  （ＳＭＢＣ日興証券株式会社顧問） 

 

◎辻  琢也  （一橋大学大学院法学研究科教授） 

 

 中濱 淳史  （香川県総務部人事・行革課長） 

 

 八坂 志朗  （立川市行政管理部人事課人材育成推進担当課長） 

 

 

（前構成員） 

 小岩 正貴  （前・総務省自治行政局公務員部給与能率推進室長） 
   ※～令和４年６月 

 

 柳田 香   （前・さいたま市総務局人事部人材育成課長） 
  ※～令和４年３月 

 

（敬称略 五十音順、◎：座長） 
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検討経緯 

 

 

 

第１回 令和４年３月２３日（水） 

 

・ 自治大学校の研修課程のあり方について 

 

 

 

第２回 令和４年５月１１日（水） 

 

 ・追加説明 

 

・今後の方向性について 

 

 

 

第３回 令和４年７月６日（水） 

 

 ・報告書（案）について 
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